
第４章

障害者の権利条約における障害と開発・国際協力

長瀬　修

　「障害者の条約は国際障害者年からの取り組みの論理的な着地点である」

　ベンクト・リンクビスト（１）

　「ミレニアム開発目標の達成は，障害者のインクルージョン抜きに成功は望

めない」

　ジェームズ・�・ウォルフェンソン（２）

はじめに

　２００１年の国連総会決議（５６�１６８）にもとづいて開始された障害者の権利条

約の策定過程は，２００６年１２月１３日，国連総会決議（６１�１０６）による障害者の

権利条約とその選択議定書の採択となって実った。本研究は，同条約の交渉

過程において，条約を開発とリンクさせようという力と，開発から切り離そ

うという力がどのように拮抗したのか，そのポリティクスを明らかにしよう

とする試みである。

　１９８０年代後半から待望されてきたこの条約が，世界の障害者，とりわけ途

上国の障害者にとって「違いを生み出す」かは，障害分野での開発がこの条

約によってどれだけ促進されるかにかかっている。その意味で，同条約の開

発そして国際協力に関する条文は，世界の多数派である途上国の障害者に



とって同条約が意味あるものとなるかどうかに影響を与える。本研究は，障

害分野での最も大規模な国際的交渉を含んだ，障害者の権利条約の策定過程

において，開発と国際協力がどのようなディスコースにおかれたかを検討す

ることで，今後の同条約の実施過程に向けても参考となるよう考察する。

　この分野の研究については，川島［２００２］，長瀬［２００４］が一部，取り上げ

ているほか，川島［２００５］が国際人権保障の文脈における，障害分野の国際

協力の主流化アプローチならびに焦点化アプローチと交渉中の同条約につい

て論じているが，採択間もないこの条約と開発・国際協力に関する主要な先

行研究はいまだ存在していない。

　

第１節　障害者の権利条約に向けての歴史的背景

　障害問題は国連において，１９６９年の社会進歩・開発宣言において障害者の

福祉と権利について言及されているように，社会開発の問題という位置づけ

がなされてきた。それが徐々に人権の問題であるという認識に移行してきた

が，その過程では，「完全参加と平等」を掲げた１９８１年の国際障害者年の役割

は非常に大きかった。

　国際障害者年の成功を受けて，国連総会は「障害者に関する世界行動計画」

（総会決議３７�５２）を１９８２年に採択し，その実施のために，１９８３年からの１０年を

国連障害者の十年と宣言した。世界行動計画の前文には「新国際経済秩序」

への言及があり，すでに南北格差と障害の関係に注意が払われていたという

意味で，開発の観点から注目される（３）。

　１９８７年８月にスウェーデンのストックホルムで開催された国連障害者の十

年中間年専門家会議において，障害差別撤廃条約の提案がなされた（４）。それ

を受けて同年秋の国連総会で初めて，障害分野の人権条約が提案されて以来，

障害者に対する差別をなくし，障害者の権利を保障する国際条約の策定は，

いつかは実現されなければならない課題として意識され続けてきた。
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　１９８７年のイタリア，そして１９８９年のスウェーデン，それぞれの条約策定提

案は実現しなかった。国連の財源難を理由とする加盟国もあれば，障害者問

題はあくまで国内の社会福祉政策の課題に過ぎないとする加盟国もあった。

最大の理由としては，人権問題としての障害者問題の重要性の認識が国際的

に浸透していなかったことがあげられる。障害���側の取り組みも弱かっ

た。

　１９８９年の条約提案は，条約ではなくガイドラインである１９９３年の「障害者

の機会均等化に関する基準規則」（総会決議４８�９６）として結実し，社会の障壁

を除去し，障害者の権利を保障する取り組みは歩みを進めることとなった。

この機会均等基準は条約以前の国連の障害に関する最重要文書であるが，そ

の規則２１で技術・経済協力を，規則２２で国際協力をそれぞれ規定している

（本章末の資料１参照）。とりわけ規則２１では，途上国の障害者の生活改善のた

めに先進国と途上国両方の政府が協力する責任を明記している。

　１９９３年以降，国際社会は機会均等基準の実施を促進したが，とりわけ１９９０

年代末から，あくまでガイドラインである機会均等基準ではなく，法的拘束

力があり，一層強力な障害者の権利条約が必要であるという声が強まってき

た。機会均等基準の実施の過程のなかで連帯を強めてきた国際的障害組織か

らの条約を求める意思の表明は，２０００年３月に北京で開催された世界障害者

���サミットでの「新世紀における障害者の権利に関する北京宣言」（２０００

年３月１２日）（５）で最高潮を迎える。中国障害者連合会が主催した同サミット

に集った国際的障害組織は，同宣言で障害者の権利条約の制定を求めた（６）。

　なお，国際障害者年に向かう１９７０年代後半から，徐々に障害問題の焦点は，

障害者個人ではなく，障害者を取り巻く社会，環境の不備に移ってきた。そ

の背景には，障害者が経験する困難を生成しているのは社会的障壁であると

いう障害学（ディスアビリティ・スタディーズ）の社会モデルが存在している（７）。
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第２節　条約と開発・国際協力

　１．開発という文脈での条約提案

　北京宣言の翌年の２００１年１１月１０日にメキシコのヴィセンテ・フォックス大

統領（当時）は国連総会での一般演説（��５６����４４）を行い，同国政府の障害

者の権利条約提案に対する加盟国の支持を求めた。この演説は障害者の権利

条約提案の起点であり，ここでその内容を紹介し，障害者の権利条約提案の

文脈を明らかにしたい（８）。

　２００１年の国連総会は同年９月１１日の同時多発テロを受けて，反国際的テロ

リズム色が濃厚な環境で開催された。この緊急事態のために，通常は９月の

総会冒頭で行われる一般演説は，１１月中旬になってようやく行われた。一般

演説は各国の首脳が行うことが多く，２００１年は総会議長，事務総長のあとで，

４番目の発言者として米国のジョージ・ブッシュ大統領が発言し，フォック

ス大統領は７番目の発言者である。ちなみに，翌１１月１１日には，日本政府は，

宮澤喜一元総理が代表し「テロの根絶に向けた総合的なアプローチの展開」

と題する一般演説を行っている（９）。

　フォックス大統領は国民行動党（���）に所属し，民主化を訴えて前年２０００

年１２月に７１年にわたる制度的革命党（���）の支配に終止符を打って大統領選

挙に勝利し，就任したばかりだった。同大統領にとって初めての国連総会の

一般演説である。

　その演説は，メキシコ政府としての，民主主義と開発の強化に関する決意

に触れ，次にメキシコ国内外での人権に関する取り組みについて述べている。

そして，国際的テロリズムが世界の安定と，経済開発に悪影響を及ぼすとし，

経済開発の遅れと貧困，排除などがこうした国際的システムへの脅威をもた

らしているとした。メキシコは，貧困と社会的排除に国際社会が優先的に取

り組むようによびかけ，開発のアジェンダを促進するために，ミレニアム宣
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言に含まれている約束を国連が実施できるよう新たな刺激を与えるとした。

そして，この問題の重要性にかんがみて，翌２００２年に開発資金国際会議をメ

キシコとしてモンテレイに誘致する決定を下したと述べる。グローバリゼー

ションの過程のなかで，排除のない社会統合を実現するという課題があり，

すべての市民がこの過程での当事者となることを保障するためには，十分な

レベルの官民の資金をはじめとする，可能性を引き出す（��������）国際的環

境が，いっそう衡平な人間開発をもたらすインクルーシブな国際的経済体制

とともに必要とした。

　そして最後に，最も脆弱（����������）な集団の排除を許容したまま，公正

な世界の実現は望めない。だからこそ，メキシコは障害者の権利条約策定の

ための特別委員会設置を提案したのだとし，テロリズムとの闘いと，開発の

促進が今日の発言の焦点であり，これこそが国連の新たな成功の歴史の始ま

りとなるだろうと締めくくった。

　このフォックス演説は，障害者の権利条約と開発の位置づけを明確に述べ

ている。整理すると，同時多発テロに象徴される国際的テロリズムを涵養し

た経済開発の遅れ，貧困と排除に対応するためには，開発全般の促進が重要

であり，とりわけ，開発のための資金が重要である。そして，こうした開発

全般，すなわち，排除を取り除く努力の一環として，障害者の権利条約が重

要であるとしたのである（１０）。

　フォックス政権の障害への関心の背景に関して，大統領府内で条約を含む，

障害者政策の推進役となったビクター・ウーゴ・フローレスは，新政権は公

約として，移民労働者，先住民，そして障害者の問題に取り組むことを掲げ

たとしている（１１）。また，世界銀行の障害と開発に関する初の常勤顧問を務め

たジュディ・ヒューマン（１２）は，メキシコ政府が障害者の権利を含む人権に関

心があることを示すための動きだったという見方を示している（１３）。　

　障害を貧困と社会的排除という開発の文脈においたメキシコのこうした動

きが功を奏し，国連総会での力となり，第５６回国連総会は歴史的な総会決議

５６�１６８を採択し「障害者の権利および尊厳の促進および保護に関する包括的
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かつ総合的な国際条約に関する諸提案を検討するための特別委員会」の設置

を決定した。重要なのは，社会開発，人権，非差別の３分野での全体論な

（��������）アプローチにもとづくと第１段落で規定されたことである。

　２．第１回特別委員会（２００２年７月２９日－８月９日）

　２００２年７月２９日から２週間予定されていた第１回特別委員会に向けて，条

約提案国のメキシコ政府は精力的に準備を行い，２００２年６月にはメキシコシ

ティにおいて専門家会議を開催し，独自の条約草案をまとめる作業を開始し

た。その会議に向けて準備された国際人権法と障害の専門家のペーパーは

「条約が明記すべき権利」として，第３世代の人権も含み，平和への権利と並

んで，開発の権利（����������	
	���
	��）（１４）と国際協力の権利も含んでいた（１５）。

　この専門家会議でまとめられた内容にもとづいてメキシコは第１回特別委

員会に独自の条約草案を掲げて臨んだ。その前文では国際協力に関して以下

のパラグラフが盛り込まれた。

ｄ）障害者の利益となる国家的な取り組みを支援し，本条約の目的を達

成するための新たな形の国際協力を促進し，

ｎ）世界の人々の開発のレベルおよび生活の質を向上する必要性，なら

びに国際平和および安全保障の強化に向けて作業する重要性を想起

し（１６），

　また，第１８条を国際協力に関する独立した条文として，以下のように提案

した。なお，同第１７条は障害者の権利のための国内機関の設置に関する条文

であり，その配置からして，第１８条は実施措置としての位置づけだった。

締約国は，この条約の規定の実施について相互に協議しおよび協力する

こと，ならびにこの条約の目的を実現するため協力の精神のもとで共同
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活動を行うことに合意する。このため，締約国は次のことを約束する。

ａ）障害者の機会均等化に関する基準規則，ならびに障害者の人権およ

び尊厳を促進するほかの文書にもとづき，この条約の実施を助長するた

めの計画を設計する。

ｂ）障害者の治療およびリハビリテーション，ならびに障害者の自律，

自立および権利の完全な享有を制限する障壁の撤廃，ならびに国内能力

の発展に関する科学研究および技術開発に関する最新情報を交換する。

ｃ）障害者に関する措置および法令に関する情報および最良の実行を交

換する。

ｄ）共通利益（締約国の問題および特別の必要を含む）に関する研究およ

び調査を奨励する。

ｅ）訓練および調査のためのコース，セミナーおよびワークショップを

促進する。

ｆ）視覚障害または聴覚障害のある人が用いる代替的な意思伝達の形態

に関する基準を国際的に調和することを促進する。

ｇ）国連機関および関連のある組織の任務に，ならびに障害者の必要を

取り扱う計画の作成に，障害者の権利を取り入れる。

ｈ）障害者の技術的装置および補助具に関する輸入税の撤廃を促進する。

（�����������２６５����１［２００３］）

　しかし，第１回特別委員会の議論は，本当に条約が必要かどうかに費やさ

れ，メキシコ条約草案が取り上げられることはなかった。そして，以後の特

別委員会でもこのメキシコの草案が条約交渉全般のたたき台として取り上げ

られることはなく「幻の条約草案」となったのである。しかし後述するよう

に，同条約草案第１８条の内容の一部（ｂとｃなど）は，採択された条約に反映

されている。

　このメキシコ条約草案に関して重要なのは，開発の文脈での障害者の権利

の実現に最も積極的なメキシコがイニシャティブをとったこの条約草案にお
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いても，開発の権利への具体的な言及がない点である。開発の権利は，条約

の必要性の有無を最大の論点とした第１回特別委員会において，対立点のひ

とつとして確かに浮かび上がったが，この時点で開発の権利自体が条約案に

盛り込まれる可能性はすでに相当薄くなっていた（川島［２００２］）。

　それでも，第１回特別委員会後に出された国連事務総長報告は条約提案と

開発のリンクを明確に指摘し，「世界的な開発と関連づけられているため」，

提案されている障害者の条約は「ほかの国際人権条約とは異なる」（１７）と述べ

ている。�

　なお，この第１回特別委員会において，すでに障害���が国際障害コーカ

ス（���）を結成して，積極的なロビー活動を開始した点は，この条約策定

過程への先進国と途上国の障害���の参画という点からも見逃せない（１８）。

　特別委員会は作業部会を含め，すべてニューヨークの国連本部で開催され

た（１９）。人権という観点からは国連人権高等弁務官事務所があり，主だった人

権に関する機構がおかれているスイスのジュネーブでの開催を求める意見も

あった（２０）。しかし，最後まで特別委員会は，国連事務局内で障害者問題を担

当してきた経済社会局のあるニューヨークの国連本部で開催された（２１）。

　３．第２回特別委員会（２００３年６月１６日－２７日）（２２）

　第１回特別委員会の報告を受けて，２００２年１２月に採択された総会決議

５７�２２９は，第２回特別委員会を２００３年に開催することを決定し，加盟国に対

して特別委員会に貢献するためにセミナーや会合を開くことを奨励した。

　同決議を受けて各地域での取り組みが行われたが，アジア太平洋地域では，

アジア太平洋経済社会委員会（�����）が地域的な取り組みとして，この要

請に応え，第２回特別委員会直前の６月２日から４日までバンコクで地域単

位の専門家セミナー・会合を開催した（２３）。その成果文書が特別委員会への

「バンコク勧告」としてまとめられ，第２回特別委員会で�����の代表から

報告があった。
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　バンコク勧告はその第７段落で条約の採択は「人間・社会開発」の達成と

いう目的に向けての取り組みの一環であるとした。しかし，第３２段落で開発

の権利については以下のように触れている。「開発の権利のような第３世代

の権利が条約に盛り込まれるべきかどうかの検討も一部なされた。会議のコ

ンセンサスとしては，このような集団的権利を，提案されている条約に導入

する複雑さを考慮すると（中略）障害者の開発への参加を拡大し，開発の利

益を障害者が享受することを確保するための手段として，個人的権利を保障

するほうが適当である」とした（２４）。�つまり，開発の権利には否定的な立場を

示したのである。

　アジア太平洋地域では，１９９２年の「国連障害者の十年」の終了後，地域の

障害者組織である障害者インターナショナル（���）アジア太平洋ブロックの

働きかけによって日本政府と中国政府がイニシャティブを取り，地域単位で

の障害者の十年（「アジア太平洋障害者の十年」）を�����が１９９３年から２００２年

まで独自に宣言し，実行した（２５）。現在は，第２次アジア太平洋障害者の十年

が２００３年から開始されている。第２次の地域の１０年の行動計画は，２００２年１０

月に日本政府がホスト役を務め，滋賀県大津市で開催された「十年」最終年

ハイレベル会合で採択された，びわこミレニアムフレームワーク（���）で

ある（２６）。障害に関する記述を含んでいないミレニアム開発目標を補完する

ものとして位置づけられている同フレームワークは「インクルーシブで，バ

リアフリーな，かつ権利にもとづく社会」に向けての行動が全体のテーマと

して取り上げられ，開発の権利も人権の一部として位置づけられている。障

害者の権利条約に関しても，前文の第９段落で障害者の開発への権利という

視点がとりわけ重要であるとしている点が注目される（２７）。

　第２回特別委員会に向けては，１９９９年に結成された，国際的障害組織のゆ

るやかな連合体である国際障害同盟（������������	
����
�	���
�		�����）も「貧

困と障害には密接な関係があるため，障害者は差別なく開発の権利から恩恵

を受ける必要がある」とし，第３世代の人権を条約に盛り込むことに賛成し

た（２８）。
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　条約の内容に関する政府，地域間組織，そして障害���等のインプットを

受けた第２回特別委員会だったが，議論は今後どのように条約策定作業を進

めるかに焦点がおかれ，実質面に関する議論は少なかった。しかし，開発の

権利に関しては，支持する立場もあるものの，条約での言及は難しいという

コンセンサスがすでに形成されつつあったとみることができる。

　４．作業部会（２００４年１月５日－１６日）

　第２回特別委員会の決定にもとづき，条約交渉の基礎となるテキストを作

成するために設けられた作業部会は４０名の委員から構成された。第２回特別

委員会で多くの時間が費やされたその構成は，政府代表が２７名，障害���代

表が１２名，国内人権機関代表が１名だった。障害���代表が３割を占めると

いうまさに画期的な構成となった。国際的人権条約の策定に，その条約が最

も密接に影響する人たちが参画しているという意味で画期的である（２９）。

　政府側の地域構成はアジア（７），アフリカ（７），ラテンアメリカ・カリ

ブ海（５），西欧・その他（５），東欧（３）となったが，同様に，障害���

側も地域割りの要素が盛り込まれた。国際障害同盟（���）の当時の７つの構

成組織（世界精神医療ユーザー・サバイバーネットワーク，障害者インターナショ

ナル，世界盲人連合，世界盲ろう者連盟，世界ろう連盟，国際育成会連盟，国際リ

ハビリテーション協会）（３０）は国際リハビリテーション協会を除いて，障害種別

をそれぞれ代表する組織である。しかし，フィリピンのビーナス・イラガン

が議長を務めていた障害者インターナショナル以外はすべて先進国の組織の

代表がリーダーを務めていたため，途上国政府の一部，また途上国の障害

���の一部からも，国際障害���も結局は先進国側の意見を代表する存在

に過ぎないという批判があった。そのため，国際障害���側も，地域代表を

アジア太平洋，アフリカ，西アジア，ヨーロッパ，ラテンアメリカ・カリブ

の５地域から出すことで，途上国の代表の参加を確保することとなった。

　開発という観点からは，条約交渉の議論に，いかに途上国の障害者自身の
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声を反映させるかが重要な課題となるが，そのチャンネルは，途上国の障害

���代表が政府代表団に加わるという形態と，独自で���代表を送り出す

という両方の形態で可能であり，また，必要である。

　２週間開催された作業部会に向けては多くの提案が各国政府，地域間組織，

国連機関，���から出されたが，最も影響力が大きかったのは，�����がま

とめた「バンコク草案」であった。�����は，２００３年６月に引き続いて，同

年１０月１４日から１７日までバンコクで地域ワークショップを開催し，バンコク

勧告の内容にもとづく条約草案をまとめたのである。アジア太平洋地域は，

�����による「障害者の十年」の宣言を他地域に先駆けて行い，地域として

の取り組みの実績は高く評価されているが，その蓄積がこの条約策定過程で

も活かされたのである。

　こうした「十年」をはじめとする実績を背景に，アジア太平洋地域からの

提案である「バンコク草案」が高い評価を受けたことは，作業部会に提出さ

れた議長テキストがバンコク草案に大きく依拠していたことからも明らかで

ある。

　しかし，こうした開発の視点を作業部会草案に盛り込もうとする動きは，

��に代表される一部の先進国によって反対された。国際協力についてすら

「国際協力は開発援助の別名（���������）である」と，��を代表するアイル

ランドは作業部会で発言し，独立した条文に強硬に反対した（長瀬［２００４��４７］）。

カナダも一般的原則に盛り込むのではなく，単に前文での記述を求めた（３１）。

　他方，途上国の一部にも，この条約の実施のために援助を求める姿勢を明

確にした動きがあった。インドが作業部会に向けて出した条約草案は第１７条

において「先進国の義務」と題して，（ｂ）項で「先進国は本条約の実施のた

めに，途上国と後発開発途上国への財政的資源の移転のための具体的な措置

を講じるものとする」（３２）という文言を含んでいた。

　大多数の途上国はここまでの強硬姿勢はみせなかったものの，国際協力に

関する個別の条文は必要であるという立場だった。たとえば，中国とヴェネ

ズエラそれぞれの条約草案には，国際協力もしくは政府間協力に関するそれ
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ぞれ独自の条文が盛り込まれていた（３３）。

　作業部会草案は，その前文（ｉ）で，完全な合意が得られていないことを

示す脚注がついたものの「障害のある人の人権および基本的自由の完全な享

受を促進するための国際協力が重要であることを強調し」とした。代替案と

して脚注４は「あらゆる国，特に開発途上国における障害のある人の生活条

件を改善するために，国際協力が重要であることを認めて」も提示していた。

後者の代替案は「あらゆる国，特に開発途上国における子どもの生活条件を

改善するために，国際協力が重要であることを認めて」としている，子ども

の権利条約前文からの明確な引用である。一部の反対はあるものの，少なく

とも子どもの権利条約にならった形で，国際協力に前文において言及するこ

とには，この時点でおおむねのコンセンサスが形成されていたのである。

　しかし，国際協力に関する個別の条文についてのコンセンサスは得られず，

作業部会の報告書は，前文と全２５条からなる作業部会草案（構成は本章末資料

２参照）とは別に，国際協力に関しては附属書として討議要約をまとめる結果

となった（本章末資料３参照）（３４）。

　この討議要約には，その後の条約交渉でも重要な要素となる「この条約の

実施は主として国内の責任であることが認められた。この条約の規定の国内

的遵守は国際開発援助を受けることを条件とすべきでないことに合意があっ

た」（第２項）が含まれているほか，国際協力に関する論点そして，最終的な

条文の要素が多く含まれている点でも見逃せない。

　この時点で，国際協力をどこに位置づけるかに関しては，前文，一般的原

則，一般的義務，個別条文のいずれかのみにするか，もしくは，�個別条文

と一般的義務，�個別条文と前文，�個別条文と一般的原則のいずれかの組

み合わせという選択肢が示されていた。

　なお，討議要約第８項が記述し，また，作業部会草案第４条〔一般的義務〕

の脚注１９が「前例」として示している，子どもの権利条約第４条は次のとお

りである。

　「締約国は，この条約において認められる権利の実現のため，すべての適切

108



な立法措置，行政措置その他の措置を講ずる。締約国は，経済的，社会的お

よび文化的権利に関しては，自国における利用可能な手段の最大限の範囲内

で，また，必要な場合には国際協力の枠内で，これらの措置を講ずる」

　この第４条は締約国の義務を述べている条文であり，社会権の漸進的実施

義務に関するものである。障害者の権利条約では，第４条〔一般的義務〕に，こ

の前例にならった条文が後に位置づけられていくこととなる（３５）。

　作業部会草案では第４条〔一般的義務〕第１項（ｃ）が「すべての経済的

および社会的な開発政策および開発計画の主流に障害にかかわる事項を据え

ること」としているのも注目された（３６）。�

　この作業部会に向けては日本の障害���からも初めて，ポジションペー

パーが���日本会議から出され，国際協力を支持する立場を明らかにした（３７）。

　５．第３回特別委員会（２００４年５月２４日－６月４日）

　本委員会から条約交渉は本格化した。作業部会草案の第１条から第２４条ま

で，ならびに前文の一部の第１読が行われ，国際協力に関する審議も行われ

た。

　第３回特別委員会では，メキシコに加え，中国とベトナムもそれぞれ独自

の国際協力に関する提案を行った（３８）。簡潔な中国提案は，�情報交換，�協

力計画の枠組みへの障害問題のメインストリーム化，�能力拡大のために，

技術移転をはじめとする技術・経済協力の推進を含んでいた。

　議論の素材となったのは主に，討議要約の要素を多く反映したメキシコ提

案（本章末資料４参照）だったが，焦点は国際協力を前文や一般的義務の条文

に盛り込むだけで十分か，それとも，独立した個別条文として盛り込むべき

かであった。

　第３回特別委員会での議論は発言する国も多く，発言した国の立場を示す

と，個別条文に反対し，前文もしくは一般的義務での言及で十分だとしたの

は，��，オーストラリア，アルゼンチン，ヨルダン，カナダ等だった。独立
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した条文に賛成したのは，メキシコ，中国，ベトナムに加えて，タイ，アフ

リカグループを代表して南アフリカ，インド，レバノン，イエメン，イスラ

エル，パレスチナ，ジャマイカ，コスタリカ，マリ，フィリピン，トリニダー

ド・トバゴ，グアテマラ，カメルーン，日本，チリ，コロンビア等である。

発言した１０の���はすべて，本条約での国際協力の重要性を強調した。　

　先進国はおおむね個別条文には反対の姿勢のなかで，日本は個別条文に賛

成を示した。しかし日本は，メキシコ提案の第２項（ｅ）の「�障害のある人

のすべての人権および尊厳の完全かつ平等な享有を促進するための２国間，

地域的および国際的な金融取極（���������������	
�
��
）を推進」には警戒感

をあらわにし，新たなメカニズムを意味するのか，それとも，既存のメカニ

ズムなのか確認を求めた（３９）。全般的な意味での国際協力は支持するが，この

条約に関して，新たな基金等の設置に反対する立場からの確認だった。この

日本の質問に対しては，メキシコから新たな機関を意味するものではないと

いう説明があった（４０）。

　結局，第３回特別委員会の報告書でも国際協力は第２４条���（第２次案）と

して，個別条文としてのコンセンサスが得られず，括弧（ブラケット）に入っ

たまま残された。前文（ｉ）については「障害のある人の人権および基本的

自由の完全な享受を促進するための国際協力が重要であることを強調し」を

支持，もしくはたたき台として採用し，これに修正を加える立場をインド，

ナミビア，キューバ，レバノンが取った。他方，子どもの権利条約と同趣旨

の代替案である「あらゆる国，特に開発途上国における障害のある人の生活

条件を改善するために，国際協力が重要であることを認めて」を支持したの

は，��，シリア，アルゼンチンだった（４１）。

　なお，日本の障害���は，２００３年に障害者の権利の推進等を目指して，緩

やかな連合体である日本障害フォーラム（���）準備会を発足させたが，こ

の準備会から，第３回特別委員会に向けて，日本政府宛の意見書，および特

別委員会宛の討議資料を公表した。どちらも，国際協力に関する独自の条文

の必要性と，開発援助全般に障害の観点を盛り込むことを訴えた。日本障害
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フォーラムは２００４年１０月に正式に発足している（４２）。���はその後の複数回の

意見表明（和文と英文）において一貫して，この条約に実施に当たっての国際

協力の重要性を指摘し，個別の国際協力に関する条文を支持している（４３）。

　６．第４回特別委員会（２００４年８月２３日－９月３日）

　第４回特別委員会からの積み残しである前文の一部，条約名，構造，定義，

第２５条の第１読作業を終了し，作業部会草案全体の第１読を終えた。その後

は，主に自由権に関する条文である第１条から第１５条まで，ならびに第２４条

第２次案として提案されていた国際協力に関する再検討を行った。

　第４回特別委員会に向けては，アフリカグループから，国際協力に関して

メキシコの第３回特別委員会の提案を修正する形で提案が行われた。目を引

くのは，第３回特別委員会で日本が懸念を示した第２項（ｅ）への「２国間，

地域，国際的研究ならびに開発資金の設置を含む」の追加提案である（４４）。

　��は相変わらず国際協力に関する個別条文に反対の立場を示し，前文と個

別条文両方の必要性を訴え，国際協力を明確に盛り込もうとする大多数の国

との対立が続いた。

　７．第５回特別委員会（２００５年１月２４日－２月４日）

　第４回特別委員会から引き続き，非公式協議（実質的第３読）が行われ，第

７条第５項（特別措置）から，第１４条〔プライバシー，住居および家族の尊

重〕までが終了した。第１５条〔地域社会における自立した生活とインクルー

ジョン〕は交渉途中で終了した。議題では，第２４条第２次案〔国際協力〕の

非公式協議が行われるほか，第１６条から第２５条までの再検討（実質的第２読）も

行われる予定だったが，時間不足で，第６回特別委員会へもち越しとなった。

したがって，国際協力に関する交渉の進展はなかった。
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　８．第６回特別委員会（２００５年８月１日－１２日）

　国際協力に関する第２４条第２次案を含む，後半部分の条文案に関する非公

式協議が行われた。逐条担当のファシリテーター（政府代表）が少人数でその

条文に関心の深いメンバーと議論を進めるスタイルが採用され，国際協力に

関しては，メキシコ政府代表がファシリテーターを務めた。

　この段階でも個別の条文として国際協力を認めるべきかどうかの議論が続

いていた。カナダと��は，第４条〔一般的義務〕の新３項として，国際協力

を盛り込むことを提案した。一部の代表からは，国際協力が条約を実施しな

い口実に使われるのではないかという危惧が示された。これについては，最

終的に特別委員会の報告書のなかで，国際協力が締約国の条約実施を減じる

ものではないことを明らかにすればよいという意見が示された。�

　この第６回特別委員会で作業部会草案にもとづく交渉を各条文について少

なくとも２回は終えたことになり，その交渉をもとに，２００５年１０月に議長草

案がまとめられ，第７回特別委員会では，議長草案全体を最初から最後まで

検討することとなった。

　９．第７回特別委員会（２００６年１月１６日－２月３日）

　２００５年１０月に特別委員会議長は第６回特別委員会までの交渉をもとに議長

草案（４５）を発表し，その議長草案にもとづいて条約交渉を行うために，第７回

特別委員会が２００６年１月１６日から２月３日まで開催された。従来，特別委員

会は作業部会を含めすべて２週間だったが，議長草案を最初から最後まで１

回の会期で審議するために３週間という長期の会期が確保された。

　この議長草案の段階でも，国際協力に関しては個別の条文を盛り込むかど

うかの合意の形成がなく，第３２条が国際協力と題されてはいたものの，括弧

つきであり，個別の条文を作成するかどうか自体が交渉の対象となっている
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ことが示されていた。第３２条は実施措置としての条文の位置づけである（４６）。

　なお，前文（ｉ）は，「あらゆる国，特に開発途上国における障害のある人

の生活条件を改善するために，国際協力が重要であることを認めて」となり，

作業部会草案の代替案が採用されていた。

　第４条〔一般的義務〕第２項は，「各締約国は，経済的，社会的および文化

的権利に関しては，それらの権利の完全な実現を漸進的に達成するという観

点から，自国における利用可能な資源の最大限の範囲内で，また，必要な場

合には国際協力の枠内で措置をとる。ただし，それらの権利の完全な実現を

漸進的に達成することが障害にもとづく差別という結果になる場合は，この

限りでない」とした。前段は，子どもの権利条約第４条からの引用であるが，

「ただし」以下はそうではない。社会権であっても差別という結果をもたらす

場合は，即時的実施義務があるという積極的な文言となっていた。

　第７回特別委員会では，国際協力に関するファシリテーター（メキシコ）

からの提案にもとづいて交渉が行われ，会議でまとめられたワーキングテキ

スト（修正議長草案）では相変わらず，条文自体に依然として括弧がついてい

るものの，初めて，国際協力に関するテキスト案が含まれた点が注目され

る（４７）。その内容は次の通りである。なお，２は括弧つきで両論併記となって

いる。

　１　締約国は，この条約の目的および趣旨を実現するための国内的努力

を支持するに当たっては国際協力およびその促進が重要であることを認め，

また，これに関しては，国家相互間においてならびに，適切な場合には関

連のある国際的および地域的機構ならびに市民社会，特に障害のある人の

団体と共同して，適切かつ効果的な措置をとる。その措置には，特に次の

ことを含む。

（ａ）　国際開発計画を含む国際協力が障害のある人にとってインクルーシ

ブで，かつ，アクセシブルなものであることを確保すること。

（ｂ）　情報，経験，訓練計画および最良の実践の交換および共有その他を
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通じて能力構築（キャパシティ・ビルディング）を容易にし，かつ支援

すること。

（ｃ）　研究におけるならびに科学的および技術的知識へのアクセスにおけ

る協力を容易にすること。

（ｄ）　アクセシブルな支援技術へのアクセスおよびその共有を容易にする

こと等によりならびに技術移転等を通じて，適切な場合には技術援助

および経済援助を提供すること。

［２　さらに，締約国は，国際協力が補足的かつ支援的な役割を果たしてい

るとしても各締約国がこの条約にもとづく義務を充足することを約束して

いることを認める。］

［２　各締約国は，国際協力のいかんを問わず，この条約にもとづく義務を

充足することを約束する。］（４８）

　第１項の柱書（４９）では，あくまで国際協力を締約国の国家的努力の支援とし

て位置づけている。また，（ａ）では，開発援助が障害者を排除しないことを

求め，（ｄ）は，技術援助と経済援助を適切な場合には供与することを求めて

いる。第２項はふたつの選択肢が併記されているが，後者は中国提案である。

どちらも，国際協力を前提とせず，各締約国が条約にもとづく義務を果たす

ことを約束するという点では同じ内容である。この時点で，国際協力が各締

約国の条約実施義務に影響を与えないことが条約の文言としても明確になっ

たのである。

　１０．第８回特別委員会（２００６年８月１４日－２５日，２００６年１２月５日）

　第７回特別委員会での交渉の結果としてまとめられたワーキングテキスト

（修正議長草案）をもとに，結果的に最後の特別委員会となった第８回特別委員

会が開催された。ドン・マッケイ議長の第８回特別委員会で合意を取り付け

るという強い決意と巧みなリードのもとに議事は進められた（５０）。
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　最終的に大きな論点として残ったのは，�「外国の占領下」（前文）という

文言，�第１２条〔法の前における平等の承認〕第２項の「法的能力」の解釈，

�第２５条〔保健〕（ａ）の「性と生殖」に関する部分だった。

　�に関しては，最終日の８月２５日に特別委員会全会期を通じて，唯一の投

票が行われた。投票は米国の要求によって実施された。前文に「外国の占領

下にある」障害者という文言を入れるかどうかに関してである。これは具体

的には，イスラエルによるパレスチナ占領を意味するもので，賛成１０２ヶ国，

反対５ヶ国，棄権８ヶ国の圧倒的多数の賛成でこの文言，前文（ｓ）���（最

終的には前文（ｕ））を残す決定がなされた。反対したのはイスラエル，オー

ストラリア，カナダ，日本，米国だった（５１）。

　８月２５日夕刻，上記に反対を表明した国を含め，コンセンサスで，条約草

案と選択議定書に関する暫定合意が得られ，会議場は大きな興奮に包まれ

た（５２）。祝福のために駆けつけたヤン・エリアソン第６０回国連総会議長（ス

ウェーデン）は「これこそ，国連で私たちが行おうとしていることだ」と語っ

た（５３）。

　その後は起草グループに用語の統一性の確保など文言調整が委ねられた。

１２月５日に短時間，再開された第８回特別委員会は起草グループが修正した

条約草案と選択議定書を総会が採択するように勧告した（５４）。選択議定書に

は，個人通報制度と調査制度が含まれている。

　第３２条の国際協力に関しては，第７回特別委員会終了の時点で意見が分か

れていた第２項に関する非公式協議が８月の特別委員会で行われた。アフリ

カグループとアラブグループからそれぞれ意見が出されたが，最終的には中

国を含め妥協が成立した（５５）。

　第８回特別委員会は，第９日目の８月２４日午後に第３２条〔国際協力〕に関

する暫定合意に達した。１２月５日の再開第８回特別委員会では，８月２５日に暫

定合意された文面に文法的な修正が加えられたのみで，内容面の修正はな

かった。
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第３節　国際協力と開発に関する条約の最終的文言

　２００６年１２月１３日に第６１回国連総会は，障害者の権利条約とその選択議定書

をコンセンサスで採択した（構成はそれぞれ本章末資料５と資料６を参照）（５６）。

第３２条〔国際協力〕を含むすべての条文は１２月５日に再開された第８回特別

委員会で採択された条約案のまま，修正されることなく採択された。

　国際協力に言及している前文（ｌ）は第７回特別委員会から変化がなく，

子どもの権利条約前文を踏襲する「あらゆる国，特に途上国における障害の

ある人の生活状況を改善するために，国際協力が重要であることを認め」の

ままで採択された。

　一般的義務に関する第４条第２項は「各締約国は，経済的，社会的および

文化的権利に関しては，この条約に含まれる義務であって国際法にもとづき

即時的に適用されるものに違反しない限り，それらの権利の完全な実現を漸

進的に達成するという観点から，自国における利用可能な資源の最大限の範

囲内で，また，必要な場合には国際協力の枠内で措置をとる」となり，最後

の部分で国際協力の副次的な位置づけが示されている。

　第３２条〔国際協力〕の最終的な文言は次のとおりである。

　１　締約国は，この条約の目的および趣旨を実現するための国内的努力

を支援するものとして国際協力およびその促進が重要であることを認め，

また，これに関しては，国家相互間においてならびに，適切な場合には関

連のある国際的および地域的機構ならびに市民社会，特に障害のある人の

団体と共同して，適切かつ効果的な措置をとる。その措置には，特に次の

ことを含むことができる。

（ａ）　国際開発計画を含む国際協力が障害のある人にとってインクルーシ

ブ，かつアクセシブルであることを確保すること。

（ｂ）　情報，経験，訓練計画および最良の実践の交換および共有その他を
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通じて能力構築（キャパシティ・ビルディング）を容易にし，かつ支援

すること。

（ｃ）　研究におけるならびに科学的および技術的知識へのアクセスにおけ

る協力を容易にすること。

（ｄ）　アクセシブルな支援技術へのアクセスおよびその共有を容易にする

こと等によりならびに技術移転等を通じて，適切な場合には技術援助

および経済援助を提供すること。

　２　この条の規定は，この条約にもとづく義務を履行する各締約国の義

務に影響を及ぼすものではない。

　第１項柱書は「この条約の国内的努力を支援するもの」として国際協力の

重要性をはっきりと認知した。各国自身の取り組みをあくまで支援するもの

としての位置づけであり，これは，作業部会の国際協力に関する討議要約の

第３項の反映である。さらに国際協力は国家間によるものを最初にあげ，次

にたとえば，���や������などの国際的機構や�����や�����（東南アジ

ア諸国連合）などの地域的機構との連携に言及している。その次に市民社会

をあげ，特に「障害のある人の団体」との協力を強調している。

　（ａ）は政府開発援助等をはじめとする国際開発計画やほかの国際協力が障

害者を排除しないことを求めている。これにより，障害者を排除することが

多かった従来の開発援助は変革を求められている。

　能力構築（キャパシティ・ビルディング）の重要性を指摘している（ｂ）は，

作業部会の討議要約の第４項，さらには，第３回特別委員会のメキシコのファ

シリテーター案の第３項（ｃ）に起源がある。後者では，「市民社会の能力構

築」といっそう具体的な記述だったことから，柱書の文言と合わせると，障

害者団体をはじめとする市民社会の能力構築が念頭におかれていると解釈さ

れる。ここでは，いわゆる「開発援助」に限らない広範な経験の共有が示さ

れている点が重要である。資金のやり取りを含まなくとも，優れた実践の例

に関する情報交換が「国際協力」として，国境を越えて大きなインパクトを
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与える可能性がある。

　（ｃ）が研究と科学的・技術的知識に関するアクセスを取り上げているのは，

こうした分野の国際協力の重要性の反映であり，討議要約第４項との関連が

みられる。

　（ｅ）は技術移転を含む，技術援助と経済援助が必要な場合もある点を明確

にしているもので，第３回特別委員会での中国提案の影響がみられる。

　第２項は，柱書の「国内的努力を支援するものとして」とも重なる，討議

要約の第２項の趣旨に沿っている内容であり，国際協力の有無を問わず，各

国は条約の履行を求められている。

　国際協力は，この条約のなかで前述の前文（�），第４条〔一般的義務〕と

第３２条〔国際協力〕以外では，第３４条の「障害のある人の権利に関する委員

会」に関する，第３７条〔締約国と委員会との協力〕第２項と第３８条〔委員会

とほかの機関との関係〕柱書にも記述がそれぞれある（５７）。

　なお，「開発」の意味で“����������	”�が本条約において用いられている

主な箇所は，前文（�）「持続可能な開発の関連戦略の不可分の一部として障

害問題の主流化が重要であることを強調し」と，同じく前文（�）「障害のあ

る人による人権および基本的自由の完全な享有ならびに完全な参加を促進す

ることにより，障害のある人の帰属意識が高められることならびに社会の人

間開発，社会開発および経済開発ならびに貧困の根絶に多大な前進がもたら

されることを強調し」である（５８）。

　１２月１３日の国連総会での採択前後に発言を求めた国の多くは，第８回特別

委員会で大きな論点となった前述の３点（「外国の占領」等）に言及したが，

一部，開発に触れた国もある。ニュージーランドは開発援助計画への障害問

題のメインストリーム化が求められているとした。東欧グループを代表して

クロアチアは，この条約がミレニアム開発目標の達成に貢献するとした。中

国は，同国内での社会開発の成果を障害者が共有しているとした。フィリピ

ンは開発，人権そして非差別という全体論的アプローチが第３２条〔国際協力〕

の背景にあると指摘した（５９）。公式には休憩に入ったあとで発言を壇上から
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行った国際障害コーカスは，社会開発の要素がこの人権条約に盛り込まれた

ことにより，開発がインクルーシブであり，権利を保護するものであること

が確保され，国際協力の機会が存在するとした（６０）。

おわりに

　１９８７年に初めて国際的に提起されてから足かけ２０年目の２００６年に障害者の

権利条約はようやく採択された。これから国際社会は，この新たな人権条約

の実施に向けて，取り組みを開始する。

　メキシコによって，貧困と社会的排除という開発の文脈で提案された障害

者の権利条約だが，条約交渉の過程のなかで，第３世代の人権とよばれる開

発の権利が条約に盛り込まれることはなかった。

　とりわけ交渉の序盤においては，たとえば��に代表されるように，国際協

力という言葉に対してすら強い抵抗感を示す国もあれば，インドに代表され

るように，先進国には援助を行う義務があるとする国もあり，その対立は先

鋭化していたが，特別委員会が重ねられるにともない，国際協力をどう位置

づけるかに関する議論は収斂に向かった。国際協力に関する主な論点は，

２００４年１月・２月の作業部会草案の討議要約に網羅されていた。

　この条約の実施義務と援助や国際開発協力の関係に関して，援助や国際協

力をこの条約の実施条件としないことは，討議要約に示されているように，

作業部会の段階ですでにおおむね合意が得られていた。

　条約のなかで国際協力については，前文で取り上げることについての異論

はあまりなかったものの，個別条文とすることに一部の先進国から抵抗が当

初はあった。全部で８回開催された特別委員会の会期で，国際協力に関する

個別条文が実施措置として成立することが確実になったのは，最終盤の２００６

年１月・２月に開催された第７回特別委員会だった。国際協力に関する個別

条文（第３２条）をもつことで，障害者の権利条約における国際協力の位置づ
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けは，女性差別撤廃条約や子どもの権利条約などほかの人権条約と比べても，

一段と明確になった点に特色がある。女性差別撤廃条約には国際協力への言

及すらないし，子どもの権利条約でも，前文と締約国の実施措置に関する第

４条が主に言及しているだけであり，国際協力に関する個別条文はない（６１）。�

　その意味で，各締約国は本条約の実施義務を当然負うものの，開発援助を

含む国際協力の実施に当たって，障害を考慮することはいっそう重要となっ

た。障害者のエンパワメントに着目するような，障害に焦点をおいた取り組

みとともに，すべての援助事業が障害者にも開かれるというツイントラック

アプローチが求められている。

　途上国の障害者にとってのインプリケーションとしては，本条約のなかで

国際協力が明確に位置づけられたことにより，途上国の障害者が国際開発協

力から排除されないことを求める根拠が確立されたことがあげられる。国際

開発協力事業への障害者のインクルージョンと，最良の実践の共有を通した

障害者やその家族の組織の能力構築への支援を求める際に，第３２条は活用で

きるのである。また，たとえば，国際協力機構（����）をはじめとする各国

の援助機関は，自国が条約を批准後は，国際協力に関する条文に従うことが

当然求められる。さらに先進国の障害者も，第３２条第１項（ｂ）にもとづい

て，自分たちの経験を伝える努力が「実践の交換」の一環であるとして，国

際協力における正当な位置づけを求めることができるのである。

　この条約の実施と密接な連携が必要な２つの取り組みがある。ひとつは，

ミレニアム開発目標の実施である（野上［２００６��１２�１５］）。条約交渉がまさにた

けなわだった２００５年９月１４日から１６日まで国連本部で世界首脳サミットが開

かれた。そこでは，開発，平和と安全保障，人権・人道，国連改革という４

つの大きなテーマについて話し合いが行われ，２０００年に策定されたミレニア

ム開発目標が再確認されたが，その成果文書（������６０�１）第１２９段落にも

障害者の権利と障害者の権利条約に関する言及が盛り込まれている。

　ようやく，障害と開発というテーマが，ミレニアム開発目標の文脈でも明

確に意識されるようになってきた。メアリー・ロビンソン国連人権高等弁務
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官（当時）はミレニアム開発目標のもととなったミレニアム開発宣言を行った

国連ミレニアム総会が「開発の権利をすべての人に現実のものにするという

約束を行った」（��������［２００６��１２４］）と述べている。国際障害同盟（���）

の有力なメンバーである国際育成会同盟は，知的障害分野のミレニアム開発

目標を掲げている（６２）。

　もうひとつは，途上地域を中心とした地域単位の障害者の十年である。第

２節第３項で記述しているように，アジア太平洋地域は１９９３年からの第１次

の十年を終えて，２００３年からの第２次の十年を実施中である。その影響を受

けて，１９９９年からのアフリカ連合のアフリカ障害者の十年（長瀬［２００６�］），

２００３年からのアラブ連盟のアラブ障害者の十年，２００６年からの米州機構によ

る米州障害者の十年が現在進行中である。実施主体の違いや地域の特性もあ

り，当然ながら，地域の十年の進捗状況は異なっているがそれぞれの取り組

みと本条約の実施をリンクさせることは不可欠である。

　減少の一歩をたどっている日本の政府開発援助（���）予算は，２００７年度

に向けてさらに削減が報じられているが（「一般会計８２兆円台　来年度，���

４％減に　財務省」『朝日新聞』２００６年１２月１６日朝刊３面），人間の安全保障を基

軸とする日本の外交，開発援助においても，障害に関する取り組みをこの条

約の採択を機にいっそう強化する必要がある（６３）。その意味で，第３４条にもと

づく「障害者の権利に関する委員会」の設置に関して「国連の資源は無限で

はない」とした総会での採択後の日本政府の発言は，条約機構の改革に関す

る全般的な意味では首肯できるものの，日本もその策定に積極的な役割を果

たした本条約であるにもかかわらず，その国際的モニタリングへの消極的な

姿勢とも解されかねない。なお，日本政府は「本条約の採択は，この分野で

の私たちの最後の実績ではなく，最初の実績にならなければならない。すべ

ての加盟国は本条約が規定している障害者のすべての権利の完全な実現を確

保し，促進するためのいっそうの努力を払わなければならない」と発言して

いる（６４）。

　障害者の権利条約，とりわけ途上国での実施のなかで開発と国際協力が重
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要な要素であることは疑う余地がない。開発ディスコースはますます人間開

発を指向し，安全保障はひとりひとりの人間の安全保障に向かっている（人

間の安全保障委員会［２００３］）。これは障害者の人権を保障するために望ましい

方向である。

　障害者の権利を保障しようとする障害者の権利条約は，開発と障害者の人

権を結びつけるという役割を担っている。障害と人権，開発，市民社会，安

全保障のダイナミックな関係を，障害者の権利条約の実施過程のなかでいっ

そう追求することが求められている。

〔注〕――――――――――――――――

�　スウェーデンのリンクビストは，障害者の機会均等基準の実施を担う国連社

会開発委員会障害特別報告者を，１９９４年から２００２年まで務めた。この発言は，

２００２年８月７日，第１回特別委員会においてのものである。全盲のリンクビス

トは障害者インターナショナル（���）の設立当初の書記も務めた（������������

��������	�
�	�
����������������２００２０７���０１２����　２００６年１月３１日閲覧）。

�　ウォルフェンソンは，世界銀行総裁を１９９５年から２００５年まで務め，その任期

中に世銀として初の障害と開発に関する常勤顧問をおいた。この発言は，

����������	［２００５���２］。ウォルフェンソンは����������	［２００５�］ではアマ

ルティア・センとともに，貧困と障害の関連性について述べている。

�　「新国際経済秩序」への言及は，その時代性を感じさせる。現在，国際社会

は２０１５年に向けて極端な貧困の半減等を目指すミレニアム開発目標の実現に

取り組んでいるが，たとえば２０２０年代に同開発目標はどのような歴史的評価を

受けているかと考えさせられる。すでにミレニアム開発目標達成に関する悲

観的な評価が出されている。たとえば，国連開発計画［２００５］である。�

�　同専門家会議の報告書（���������	��
	��
	７，１�����������１９８７）の

前書きは，会議を招致したスウェーデン政府の故オロフ・パルメ首相（前年１９８６

年２月に暗殺）の「支援を市民としての自らの権利として受けるのと，『違う』

からという理由で慈善として受けるのとでは大きな違いがある」という言葉を

引用して，パルメに哀悼の意を表している。パルメについては注（５３）も参照。

�　������������	
��
��
������
���
����	�����０００２１��０００２１０１�����　２００６年２月

１３日閲覧。

�　中国は「北京宣言」に先立つ２０００年２月８日から１７日まで開催された国連社

会開発委員会第３８会期において障害者の権利条約策定提案を行っていたが，コ

ンセンサスは得られなかった。中国がイニシャティブを握っての条約提案が
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仮に実現していたならば，障害者の人権の確保を目指すための条約策定過程に，

各方面からの「政治的思惑」が影響を及ぼしていた危険性がある。条約と中国

に関しては長瀬［１９９９�］，中国と人権に関しては，石塚［２００７〕をそれぞれ参

照。

�　障害の社会モデルへの言及は，この条約の策定過程においてもみられた。た

とえば，作業部会草案の第３条〔定義〕の「障害」の定義に関する脚注１２であ

る。障害学については，������［１９９０］，石川・長瀬編［１９９９］を参照。障害学

の観点から開発を考察したものに����������［１９９９］。障害学と障害者の権利条

約に関しては，長瀬［１９９９�］，［２０００］。

�　メキシコはすでに２００１年８月３１日から，９月７日まで南アフリカのダーバン

で開催された国連の「人種主義，人種差別，排外主義および関連の不寛容に反

対する世界会議」において，障害者の権利条約提案を行い，同会議で採択され

た「ダーバン宣言および行動計画」（�������１８９�１２）の第１８０段落にて障害者

の権利条約を国連総会が検討するように求めることに成功していた。特別委

員会設置を決定した５６�１６８決議の前文の最後の段落がこれに言及している。

�　������������	
���	�
���	
�
���������������１３����１１１１�����　２００６年１月

３１日閲覧。

�　この演説のなかではフォックス大統領の開発資金国際会議への言及が注目

される。翌２００２年３月の同会議で形成されたモンテレイ合意（��������

１９８�１１）には，���の対���比の０�７％実現を促す内容が含まれている点で「劇

的」だったとジェフリー・サックス（コロンビア大学教授）は述べている（������

［２００５��２１８］）。

�　������������	
��	
	�����
������１２�０２�０５����������	
	��
�　２００６年１月３１日

閲覧，藤井�［２００２］。

�　米国の著名な障害活動家であり，クリントン政権下，準閣僚ポストで活躍し

たジュディ・ヒューマンが，世界銀行の常勤の顧問として２００２年に着任したの

も，世銀の貧困削減の一環であると当時の世銀総裁は述べている（�����������

［２００５���２］）。

�　����������	
�����
���������０１�０３�０３����������	��
�����　２００６年１月３１日

閲覧。

�　“����������	
	���
	��”は「発展の権利」とも訳されているが，本稿では，

開発という文脈を意識して「開発の権利」を用いる。１９８６年の国連総会で採択

された”���������	
�	
�������
����	������	�����”�を含む�”����������	
	���
	��”

に関しては，山崎［１９９８］を参照。なお，国家からの自由を意味する自由権は

第１世代の人権，国家の積極的な施策を求める社会権は第２世代の人権とされ，

開発の権利等，集団的な権利は第３世代の人権とされている。以下を参照。古

田［１９９８］，阿部ほか［２００２］。開発の権利が個人の権利であるか，それとも国
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家を含む集団の権利であるかは意見が分かれている。たとえば，メアリー・ロ

ビンソン国連人権高等弁務官（当時）は「開発の権利は開発援助への国家の権

利ではない」としている（��������［２００６�１２６］）。

�　������������	
�������
�����������������������	�
���	
��	��　２００６年 １ 月３１

日閲覧。

�　������������	�
���
����
��
��
	���
���������	�
��

����２６５�１�����　

２００６年１月３１日閲覧。

�　�������５８�６１�����２００３�５，２００２年１２月２６日。川島［２００２］，［２００５］も参照。

�　条約策定過程への特に���を通じた障害者の参画に関しては，長瀬［２００５］を

参照。

�　筆者は第８回特別委員会までのすべての特別委員会会期に出席する機会に

恵まれた。第５回と第７回だけは一部だけだが，ほかは作業部会を含め，全期

間（１２月５日の再開第８回特別委員会は除く）出席した。条約と選択議定書が

採択された２００６年１２月１３日の国連総会も傍聴することができた。なお，筆者は

第３回特別委員会からは，後述の日本の障害���の連合体である日本障害

フォーラム（���）の障害者の権利条約推進に関する専門委員会副委員長とし

て出席した。

�　国連人権委員会からの意見である������４�２００２���１１�����５（２５�������２００２）。

�　採択された条約第３４条にもとづく障害のある人の権利に関する委員会は，

ジュネーブに設置される予定である。

�　第２回特別委員会までの動きに関しては，川島［２００４］がわかりやすいので

参照。

�　筆者も同会議に参加する機会に恵まれた。第２回特別委員会に向けて，アジ

ア太平洋地域からのインプットをもたらそうという意欲に満ちた会議だった。

１３０名を越す，政府，そして���からの参加があった。

�　�������������	
��
��
��
�����
����２００３����������	
����
�
�　２００６年１

月３１日閲覧。

�　「アジア太平洋障害者の十年」の提唱の経緯については，長瀬［１９９７］を参

照。

�　���は������������	
��
������
����������������������	
���
�　２００７年４月

３０日閲覧を参照。�����は第２の１０年後半の重点行動計画である��������	
��

����を策定中である。

�　������������	
��
������
����������������������	���	
����　２００６年１月３１

日閲覧。

�　������������	
�������
���

���
���２００３�０３�０２������������	��２���������	　

２００６年１月３１日閲覧。

�　山下［２００５��５７］は障害者の権利条約策定過程は「国際法定立主体として条
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約当事者たるＮＧＯの参加が不可欠になってきていることを示した」として，

「これまでＮＧＯの能動的主体性を否認してきた国際法理論に，新たな議論を

提供するものである」としている。

�　国際難聴者連盟（�����）は２００４年に加盟したため，作業部会の時点では���

に加わっていなかった。このため，条約に関して，難聴者が直面する情報面の

バリア除去の取り組みはスタートが遅れることとなった。国際難聴者連盟の

参画は，同連盟の日本の組織である全日本難聴者・中途失聴者団体連合会（全

難聴）が第６回特別委員会に参加した２００５年８月からようやく実現した。第７

回特別委員会開催中の２００６年１月２０日には，�����，全難聴，日本障害フォー

ラムが日本政府国連代表部の後援を受けて難聴者のニーズに関するサイドイ

ベントを開催し，注目を浴びた。

�　������������	
����
�����
�
��
�����������０１�０５�０４����　２００６年１２月２３日

閲覧。

�　������������	�
���
����
��
��
	���
����������	
�����
���������　２００６年

１月３１日閲覧。

�　中国提案は右の第１４条を参照。������������	�
���
����
��
��
	���
��

���������	
�����
	��������　２００６年１２月２１日閲覧。ヴェネズエラ提案〔政府間

協力〕は右の第２２条を参照。������������	�
���
����
��
��
	���
���������

����２６５�２００３���１����　２００６年１２月２１日閲覧。

�　作業部会草案全体に関しては長瀬�［２００４］参照。

�　第４条〔一般的義務〕の論点は，国際協力自体ではなく，作業部会草案の脚

注１８と１９が述べている社会権の漸進的実施義務と，脚注１８が述べている救済で

あり，障害者の権利保障のためには，非常に重要な論点であるが，本稿の趣旨

からは外れているため，詳述しない。

�　第６回特別委員会後にまとめられた議長草案までは「すべての経済的および

社会的な開発政策および開発計画の主流に障害にかかわる事項を据えること」

という文言だったが，第７回特別委員会での議論を受けて，ワーキングテキス

ト（修正議長草案）からは「経済的および社会的開発」が削除され「すべての

政策および計画」となり，「主流」に関する部分も「人権の保護および促進」

におきかえられた。単に開発政策・計画だけでなく，すべての政策と計画での

障害者の人権保護が強調されることとなった。そのため，かえって開発への焦

点は失われてしまったが，ワーキングテキストからは，コンセンサスがないこ

とを示す括弧つきながら，国際協力に関する第３２条のテキストが入り，第１項

（ａ）で，「国際開発計画を含む国際協力」と障害者への言及があるため，第４

条〔一般的義務〕での開発の言及の重要度は下がったと考えられる。���やヨー

ロッパ障害フォーラム（���）はともに「開発」を削除する提案を行っていた

（������������	
���
�������������
��������������	�����４������������	
����
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���　２００７年２月２日閲覧）。

�　������������	�
���
����
��
��
	���
����������	
�����
�������　２００６年１

月３１日閲覧。

�　������������	�
���
����
��
��
	���
����������	�����３２��������	���
����

　２００７年１月８日閲覧。

�　������������	�
���
����
��
��
	���
����������	３���������　２００６年２月

１４日閲覧。

�　������������	�
���
����
��
��
	���
����������	３���������　２００６年１月

３１日閲覧。

�　�����２６５�２００４�５（９������２００４）�

�　２００４年１０月発足当初のメンバーは日本身体障害者団体連合会，日本盲人会連

合，全日本ろうあ連盟，日本障害者協議会，���日本会議，全日本手をつなぐ

育成会，全国精神障害者家族会連合会，全国社会福祉協議会，日本障害者リハ

ビリテーション協会，全国「精神病」者集団，全国盲ろう者協会だった。その

後，２００５年６月に全日本難聴者・中途失聴者団体連合会と全国脊髄損傷者連合

会が加わった。筆者は，���発足以来，全日本手をつなぐ育成会国際活動委員

長として，���の条約推進に関する専門委員会副委員長を２００７年４月まで務め

た。

�　������������	
��
��
������
���
��������������	
７�����０８�������３２

　　������������	�
���
����
��
��
	���
����������	�����３２������������	�

�������　ともに２００７年１月８日閲覧。

�　������������	�
���
����
��
��
	���
����������	４��２４�������　２００６年１

月３１日閲覧。

�　������������	�
���
����
��
��
	���
����������		����
�����７����������長瀬

と川島による邦訳は������������	
��
��
������
���
��������������	
７����

２００６０１０６�����。

�　第１部は第１条から第９条までの実体規定の一般的規定，第２部は第１０条か

ら第３０条までが実体規定の個別規定，第３部は，第３１条から第３９条までが実施

措置であり，第４部は第４０条から第５０条までの最終条項である。

�　������������	�
���
����
��
��
	���
����������	７���２�������　２００６年

２月１５日閲覧。

�　長瀬と川島の試訳。

�　「柱書」とは（ａ）などの小項目の前の部分を指す。たとえば，この部分で

いえば，以下のゴシックの部分が「柱書」である。

　１．締約国は，この条約の目的および趣旨を実現するための国内的努力を支

持するにあたっては国際協力およびその促進が重要であることを認め，また，

これに関しては，国家相互間においてならびに，適切な場合には関連のある
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国際的および地域的機構ならびに市民社会，特に障害のある人の団体と共同

して，適切かつ効果的な措置をとる。その措置には，特に次のことを含む。

　　（ａ）　国際開発計画を含む国際協力が障害のある人にとってインクルー

シブで，かつ，アクセシブルなものであることを確保すること。

�　第１回から第５回までの議長はエクアドルのルイス・ガレゴス・チリボガ，

第６回以降はニュージーランドのドン・マッケイが務めた。マッケイは作業部

会の議長役（コーディネーター）も務めた。

�　�����２６５�２００６�４�

�　この時点では，第１２条〔法の前における平等の承認〕第２項の「法的能力」

に関して，「アラビア語，中国語およびロシア語において『法的能力』という

言葉は，『法的な行為能力』というよりもむしろ『法的な権利能力』を意味す

る」という脚注がつき，障害者の法的能力に制限が加えられる内容となってし

まっていた。起草グループの作業を経た１２月５日の再開第８回特別委員会が

採択した，条約案を含む特別委員会の最終的報告書（������������	�
����

������������	�
����
���������
	����������　２００７年２月２日閲覧）では，この

脚注は削除された。

�　国連の初代人道問題担当事務次長，スウェーデンの外務次官・駐米大使等を

経て，国連総会議長を務めたヤン・エリアソン（２００６年１２月からはスーダン・

ダルフール危機に関する国連特使）はその発言のなかで，故オロフ・パルメ首

相に自分が仕えたことに言及し，パルメの「社会の質は，とどのつまり，最も

脆弱な市民をその社会がどう扱っているかによって計られる」という言葉を引

用した。パルメについては注（４）も参照。

�　起草グループは，第１２条の脚注を削除するように提案した。

�　��������１���������	
���
���
�����
����������
���������	６８４　２００６年１２月２４

日閲覧。

�　採択の模様は右を参照，長瀬［２００６�］。全５０条の構成は資料５を参照。

�　国際協力を含む当該条文は次のとおり。

　　第３７条〔締約国と委員会との協力〕

　　２．委員会は，締約国との関係において，この条約の実施（国際協力を通じ

たものを含む）のために，国内能力を向上する方法および手段を正当に考慮

する。

　　第３８条〔委員会とほかの機関との関係〕

　　この条約の効果的な実施を促進しおよびこの条約が対象とする分野におけ

る国際協力を奨励するため，�

　　１．専門機関およびほかの国際連合の機関は，その任務の範囲内にある事項

に関するこの条約の規定の実施についての検討に際し，代表を出す権利を有

する。委員会は，適切と認める場合には，専門機関およびほかの権限のある
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機関に対し，これらの機関の任務の範囲内にある事項に関するこの条約の実

施について専門家の助言を提供するよう要請することができる。委員会は，

専門機関およびほかの国際連合の機関に対し，それらの任務の範囲内にある

事項に関するこの条約の実施について報告を提出するよう招請することが

できる。

　　２．委員会は，その任務を解く場合には，これらの機関それぞれの報告指針，

提案および一般的な性格を有する勧告の整合性を確保するためならびにこ

れらの機関の任務の遂行における繰り返しおよび重複を避けるため，適切な

場合には，国際人権条約が設けたほかの関係機関と協議する。

�　本稿では検討ができなかったが，第２８条〔十分な生活水準および社会保護〕

も途上国の障害者の貧困には密接に関連している。第２８条第１項は「締約国は，

自己およびその家族の十分な生活水準（十分な食料，衣類および住居を含む）

についてのならびに生活条件の不断の改善についての障害のある人の権利を

認め，また，この権利を障害にもとづく差別なしに実現することを保障しおよ

び促進するための適切な行動をとる」とし，第２項柱書およびその（ｂ）は以

下のように述べている。「締約国は，社会保護についての障害のある人の権利

およびこの権利を障害にもとづく差別なしに享有することについての障害の

ある人の権利を認め，また，その権利の実現を保障しおよび促進するための適

切な行動をとる。これには次の措置を含む。（ｂ）社会保護計画および貧困削

減戦略への障害のある人，特に障害のある女性および少女ならびに障害のある

高齢者のアクセスを確保するための措置」。

�　������������	�
���
����
��
��
	���
����������	���
�����	　２００６年１２月

２４日閲覧。

�　������������	�
���
����
��
��
	���
����������	���
�����	
���　２００６年

１２月２４日閲覧。

�　子どもの権利条約では，前文と実施義務に関する第４条以外では，マス・メ

ディアへのアクセスに関する第１７条，障害児の権利に関する第２３条，健康・医

療への権利に関する第２４条，教育への権利に関する第２８条，同条約の機能に関

する第４５条に，国際協力への言及がある。

�　国際育成会連盟独自のミレニアム開発目標（������������	
��
��	��	���	��

���������	
��
���
�������������
��	
��������	
　２００７年１月８日閲覧）。また，

国際育成会連盟は２００６年１１月にメキシコで開催した世界会議に向けて，世界の

各地域での知的障害と貧困に関する研究レポートを公表した（������������

������������	
���	�����
����
������������������	
��
��
�������　２００７年１月８

日閲覧）。

�　平成１７年度���研究会（障害分野）編［２００６］を参照。２００２年８月から開始

された日本とタイの技術協力プロジェクトであるアジア太平洋障害者セン
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ター（����）は，域内でのバリアフリー社会の実現と障害者のエンパワメン

トを目指す����事業である。びわこミレニアムフレームワーク（���）にも記

述があり，人間の安全保障プロジェクトとして注目されている。高い評価をも

とに，２００７年８月からの第２フェーズの協力実施も検討されている

（�������������	
���
�	������　２００７年４月３０日閲覧。������������	
���
�����

���������	�
���
���０５０５�０６�����　２００７年４月３０日閲覧）。

�　������������	�
���
����
��
��
	���
����������	���
�����	
��　２００７年１

月８日閲覧。
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資料１

　障害者の機会均等化に関する基準規則（国連総会決議４８/９６，１９９３年１２月２０日）

規則２１．技術・経済協力

　先進国，途上国，ともに政府は途上国の障害をもつ人の生活状況を改善するため

に協力し，その方策を講じる責任をもつ。

１．障害をもつ難民を含め，障害をもつ人の機会均等化を達成するための方策は全

般的開発計画に含まれるべきである。

２．このような方策は２国間，多国間，政府，非政府を問わず，すべての形態の技

術・経済協力に含まれるべきである。政府は相手国との協力に関する協議の場で

障害問題を取り上げるべきである。

３．技術・経済協力計画を立案，再評価する際には，その計画が障害をもつ人の状

況にどのような影響を与えるのかという点に特別の関心が払われるべきである。

障害をもつ人を対象として計画されるすべての開発プロジェクトに関して，障害

をもつ人とその組織が意見を求められるのは非常に重要である。障害をもつ人

とその組織はそのようなプロジェクトの開発，実施，評価に直接，参加すべきで

ある。

４．経済・技術協力の重点分野には以下が含まれる。

（ａ）障害をもつ人の技能・能力・潜在能力の開発による人材開発と，障害をも

つ人自身による，もしくは障害をもつ人のための，就労創出活動の開始

（ｂ）障害に関連する技術とノウハウの開発と普及

５．政府は障害をもつ人の組織の結成と強化を支援するよう奨励される。

６．政府は経済・技術協力計画の実務に当たるすべてのレベルの職員の障害問題の

知識を向上させる措置をとるべきである。

規則２２．国際協力

　政府は障害をもつ人の機会均等化政策に関する国際協力に積極的に参加する。

１．国際連合・その専門機関・ほかの政府間機関内で政府は障害政策の開発に参加

すべきである。

２．適切である場合には常に，政府は障害に関する側面を基準，情報交換，開発計

画等に関する全般的な交渉に導入すべきである。

３．政府が知識と経験の交換を奨励し，支援すべき対象は以下のとおりである。

（ａ）障害問題に関する非政府組織

（ｂ）障害問題に関する研究機関・個人の研究者

（ｃ）障害分野の現場での計画の代表と専門職者集団

（ｄ）障害をもつ人の組織

（ｅ）国内調整委員会
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４．政府は国際連合，その専門機関，政府間機関，議会間機関が，世界・地域レベ

ルで，その業務に世界・地域の障害をもつ人の組織を含むことを保障すべきであ

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（長瀬修訳）

�

資料２　作業部会草案（A/AC．２６５/２００４/WG．１， ２７ January ２００４ Annex I）の構成

前文

第１条〔目的〕

第２条〔一般的原則〕

第３条〔定義〕

第４条〔一般的義務〕

第５条〔障害のある人に対する肯定的態度の促進〕

第６条〔統計およびデータ収集〕

第７条〔平等および非差別〕

第８条〔生命に対する権利〕

第９条〔法律の前における人としての平等の承認〕

第１０条〔身体の自由および安全〕

　第１１条〔拷問または残虐な，非人道的なもしくは品位を傷つける取扱いもしくは

刑罰からの自由〕

第１２条〔暴力および虐待からの自由〕

第１３条〔表現および意見の自由，情報へのアクセス〕

第１４条〔プライバシー，家庭および家族の尊重〕

第１５条〔地域社会における自立した生活およびインクルージョン〕

第１６条〔障害のある子ども〕

第１７条〔教育〕

第１８条〔政治的および公的活動への参加〕

第１９条〔アクセシビリティ（利用可能性）〕

第２０条〔人のモビリティ〕

第２１条〔健康およびリハビリテーションに対する権利〕

第２２条〔労働の権利〕

第２３条〔社会保障および十分な生活水準〕

第２４条〔文化的な活動，レクリエーション，余暇およびスポーツへの参加〕

第２５条〔監視（モニタリング）〕

�
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資料３　特別委員会において検討されるべきである国際協力の論点に関する討議

要約

　作業部会報告・付属書��（�����２６５�２００４����１��２７���������２００４���������）

１．�作業部会は，障害のある人に関する国際条約の観点から国際協力の役割に関す

る討議を開催した。

２．この条約の実施は主として国内の責任であることが認められた。この条約の

規定の国内的遵守は国際開発援助を受けることを条件とすべきでないことに合

意があった。

３．この点に関して，作業部会の数名の構成員は，国際協力がこの条約の目標およ

び趣旨を実現するための国内的努力を支援し，その実施を助長するためのひとつ

の重要な手段と考えられるべきであるとの見解を表明した。この文脈において，

国家間の国際協力，国際連帯および国際パートナーシップの精神がこの条約に反

映されるべきである。

４．作業部会の数名の構成員は，国際協力が，経済的資源ないし経済的援助の移転

として解釈されるべきではなく，情報と最良の実行の交換，科学的な調査研究，

訓練，意識向上，障害者団体間の協力，技術開発，能力構築等の要素を含むよう

に広範な意味で分析されるべきであると考えた。また，国際協力は，専門機関お

よび金融機関をはじめとして，２国間，地域間およびほかの多国間の場において

実施されるべきであるとされた。

５．作業部会の構成員のなかには，自らは国際協力に積極的に携わってはいるが，

法的拘束力のある文書の文脈において，国際協力または開発援助に関する国際的

義務を創出することに特に懸念を表明した者もいる。ほかの構成員のなかには，

この論点が国際協力に関するいかなる現行の型をも超える義務を課すものとし

て解されるべきではないと考えた者もいる。

６．作業部会の構成員のなかには，障害のある人に対する差別を撤廃することに資

するために，障害の側面を国際協力の活動および合意の主流に組み入れるという

新世紀の課題を認めた者もいる。この点に関して，一部の代表は，主たる責任が

被供与国にあることを認めると同時に，開発援助が分配される方法を決定する責

任を供与国と被供与国の双方が共有するという見解を表明した。ほかの構成員

のなかには，この言明について合意しなかった者もいる。

７．今後行われる交渉では，国際条約の内容について合意された規定にしたがって，

特別委員会は，その作業への貢献として提示された種々の見解や具体的な提案文

書を考慮して，国際協力の論点を検討することを望むかもしれない。

８．特別委員会は，次のようなほかの国際文書および国際条約における国際協力に

関する既存の傾向を考慮することを望むかもしれない。
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（ａ）経済的，社会的および文化的権利に関する国際規約（第２条（３），第２２条，

第２３条）

（ｂ）子どもの権利に関する条約（前文，第４条）

（ｃ）障害のある人の機会均等化に関する基準規則（第２２規則）

（ｄ）経済的，社会的および文化的権利に関する委員会の一般的意見第５号

（ｅ）特に，環境諸条約，腐敗防止条約，オタワ地雷禁止条約

９��国際協力の配置については，次の選択肢が検討された。

　前文

　一般的原則

　一般的義務

　個別条文

　個別条文（一般的義務，前文，一般的原則のいずれかの規定）

１０��この論点がこの条約の目的のなかに含まれ得ると提案した作業部会の構成員も

いれば，否定した構成員もいた。

１１��一部の構成員のなかは，この論点はこの条約において取り扱われるべきでなく，

あるいは含まれるべきでないとした。ひとりの構成員は，国際協力の事項が国連

総会で検討されるべきであるとの見解を表明した。

１２��作業部会は，上述した見解に関する誤解を避けるように，また，この条約の文

脈における国際協力の範囲を明確化するように，国際協力に関するいかなる語句

も慎重なものであり，かつ，均衡のとれたものにすべきであることに合意した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所）長瀬［２００４］

�

資料４　第３回特別委員会　メキシコ提案　第２４条bis「国際協力」

　（������������	�
���
����
��
��
	���
����������	�����３２��������	���
����）

　締約国は，連帯の精神において，この条約の実施のための不可欠な要素として国

際協力に従事するものとする。締約国は，政府のあらゆる段階において，国際機関，

地域機関，専門機構，障害のある人の団体，非政府団体，国内人権機関その他の国

内機関，民間部門，金融機構およびほかの関係主体との知識および経験の交換なら

びに国際協力を奨励しおよび支援しなければならない。

１��国家間の国際協力は次のことを含む（ただし，次のことに限定されない）。

（ａ）障害のある人の権利および固定観念との闘いに関する意識を高めることを

目的とする国際計画，地域計画および関連活動に貢献すること。

（ｂ）この条約を実施するための措置，法令，国内政策および計画に関する最良

の実行についての情報を共有すること。

（ｃ）国際協力にかかわる既存のおよび将来の活動，協定および計画が障害のあ
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る人およびそのニーズにとってインクルーシブであることを確保すること。

（ｄ）情報交換，技術支援，コミュニケーションおよび支援装置または支援設備

に関する計画を奨励すること。

（ｅ）この条約を効果的に実施するための国家の能力を学際的アプローチにより

高めることを目的とする措置（財政支援および技術支援を含む）をとること。

２��国際機構および地域機構に関する国際協力は次のことを含むものとする。

（ａ）国際連合およびその専門機関は，その作業に障害の視点を効果的に統合す

ることを確保し，障害のある人のすべての人権および尊厳の完全かつ平等な享

有に関する計画および活動の影響を定期的に評価し，かつ，必要な場合にはそ

の計画および行動を調整するための行動をとるものとする。

（ｂ）アドバイザリーサービスおよび技術協力を増すこと。

（ｃ）障害のある人のすべての人権および尊厳の完全かつ平等な享有に関する事

項および問題に関する研究のための会合，コース，セミナー，ワークショップ

およびほかの関連活動を促進すること。

（ｄ）国際的および地域的な金融機関および開発機関に対し，その作業に障害の

視点を同様に採り入れるようならびにその政策および計画を評価しかつ定期

的に調整するよう要請する。

（ｅ）障害のある人のすべての人権および尊厳の完全かつ平等な享有を促進する

ための二国間，地域的および国際的な金融取極を推進すること。

３��市民社会および民間部門に関する国際協力は次のことを含むものとする。

（ａ）地域内および地域間において，特に会合，コース，セミナー，ワークショッ

プおよびほかの関連活動を通じて，非政府団体および障害のある人の団体との

間における知識および経験の共有を促進すること。

（ｂ）障害のある人の権利および固定観念との闘いに関する公衆意識の向上に貢

献すること。

（ｃ）たとえば訓練協力および技術協力等を通じて，締約国ならびに関係国際機

構および関係地域機構と一層効果的かつ建設的に連携するための，市民社会の

能力構築を支援すること。

（ｄ）生産的生活への障害のある人の早期参加を確保することに貢献するための，

民間部門および市民社会との共同事業を開発すること。

（ｅ）変革のための主要主体としての民間部門の顕著な潜在力を活用するための

措置（奨励措置を含む）をとること。　　　　　　　　　　　　　　（川島聡訳）

�



136

資料５　障害者の権利条約の構成（国連総会決議６１/１０６，２００６年１２月１３日）

前文

第１条〔目的〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第２条〔定義〕

第３条〔一般的原則〕

第４条〔一般的義務〕

第５条〔平等および非差別〕

第６条〔障害のある女性〕

第７条〔障害のある子ども〕

第８条〔意識向上〕

第９条〔アクセシビリティ〕

第１０条〔生命に対する権利〕

第１１条〔危険のある状況〕

第１２条〔法律の前における人としての平等の承認〕

第１３条〔司法へのアクセス〕

第１４条〔身体の自由および安全〕

　第１５条〔拷問または残虐な，非人道的なもしくは品位を傷つける取扱いもしくは

刑罰からの自由〕

第１６条〔搾取，暴力および虐待からの自由〕

第１７条〔身体のインテグリティの保護〕

第１８条〔移動の自由〕

第１９条〔地域社会における自立した生活およびインクルージョン〕

第２０条〔人のモビリティ〕

第２１条〔表現および意見の自由と，情報へのアクセス〕

第２２条〔プライバシーの尊重〕

第２３条〔家庭および家族の尊重〕

第２４条〔教育〕

第２５条〔健康〕

第２６条〔ハビリテーションおよびリハビリテーション〕

第２７条〔労働および雇用〕

第２８条〔十分な生活水準および社会保護〕

第２９条〔政治的および公的活動への参加〕

第３０条〔文化的な活動，レクリエーション，余暇およびスポーツへの参加〕

第３１条〔統計およびデータ収集〕

第３２条〔国際協力〕

第３３条〔国内実施および国内モニタリング〕
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第３４条〔障害のある人の権利に関する委員会〕

第３５条〔締約国の報告〕

第３６条〔報告の検討〕

第３７条〔締約国と委員会との協力〕

第３８条〔委員会と他の機関との関係〕

第３９条〔委員会の報告〕

第４０条〔締約国の会議〕

第４１条〔寄託者〕

第４２条〔署名〕

第４３条〔締結〕

第４４条〔地域的な統合のための機関〕

第４５条〔効力発生〕

第４６条〔留保〕

第４７条〔改正〕

第４８条〔廃棄〕

第４９条〔アクセシブルな形式〕

第５０条〔正文〕

�

資料６　障害者の権利条約の選択的議定書の構成（国連総会決議６１/１０６，２００６年１２月

　　　　１３日）

第１条〔個人通報に対する委員会の権限〕

第２条〔通報を受理できない場合〕

第３条〔関係国への照会〕

第４条〔暫定措置〕

第５条〔通報の検討〕

第６条〔情報に対する委員会の調査〕

第７条〔調査に応えてとった措置〕

第８条〔第６条および第７条に対する適用除外宣言〕

第９条〔寄託者〕

第１０条〔署名〕

第１１条〔締結〕

第１２条〔地域的な統合のための機関〕

第１３条〔効力発生〕

第１４条〔留保〕

第１５条〔改正〕
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第１６条〔廃棄〕

第１７条〔アクセシブルな形式〕

第１８条〔正文〕�

〔注記〕　本稿で引用している条約文の翻訳はほかに注記がない限り，川島聡（東京

大学大学院経済学研究科リサーチフェロー）と長瀬の仮訳である点に留意いただき

たい。


